
 

Title 
ニュータウン居住高齢者を対象に行動分析学に基づいた介入が自

主運動回数に及ぼす影響 
Author 高井, 逸史 
Citation 生活科学研究誌. 13 巻, p.81-89. 

Issue Date 2015-03 
ISSN 1348-6926 
Type Departmental Bulletin Paper 

Textversion Publisher 
Publisher 『生活科学研究誌』編集委員会 

 



－－ 
 
生活科学研究誌・Vol.13  (2014)《居住環境分野》 

1 
 

ニュータウン居住高齢者を対象に行動分析学に基づいた介入が

自主運動回数に及ぼす影響

高井逸史

 
大阪物療大学保健医療学部

 
Influence of Interventions Based on Behavior Analysis on the Frequency of Voluntary Exercise 

among Elderly People in New-Town 
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Summary 
We investigated whether interventions that are based on behavior analysis increase the frequency of voluntary 
exercise and have an effect on exercise habits and self-perceived health in elderly people of New-Town. 
Subjects were 23 elderly residents of new towns (12 male, 11 female, mean age 72 ± 3.9 years). In order to 
increase the frequency of voluntary exercise at home, we planned different interventions with the addition of 
rewards such as exercise calendars, attention, praise, and small gifts. Assessment items comprised frequency 
of excursions, exercise frequency, exercise time, self-efficacy in regard to exercise (exercise SE), stages of 
change in exercise habits (stages of change), self-perceived health, the chair stand test (CST), and the timed up 
and go test (TUG). Measurements were taken three times: at baseline, after intervention, and during follow-up.  
The frequency of voluntary exercise increased significantly through giving praise, attention, and small gifts. A 
comparison of baseline and after intervention revealed significant differences for exercise frequency (p＝0.002) 
and exercise time (p=0.009). When baseline and follow-up were compared, a significant difference was only 
noted for self-perceived health (p=0.014). The frequency of voluntary exercise increased significantly as a result 
of intervention with rewards based on behavior analysis. However, we confirmed an effect on voluntary 
exercise frequency according to the season the intervention was conducted and whether or not group exercise 
was performed. Our results suggested that self-perceived health would improve by adhering to exercise. 
 
Keywords : ニュータウン居住高齢者、行動分析学、自主運動回数、運動継続、主観的健康感
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Ⅰ はじめに

適度な運動や身体活動を継続的に行うことは健

康の維持・増進に有益であることは広く知られる

ところである。運動を継続することは運動機能の

改善効果 をはじめ、抑うつなど精神的健康の改善

効果が報告されている 。高齢者の健康寿命の延

伸や生活機能低下の予防を目的とした健康増進施

策の立案が市町村の地域保健において重要課題の

ひとつになっている。

市町村が参加者を募り介護予防の普及啓発を目

的に、一般高齢者を対象とした介護予防教室が展

開されている。介護予防事業として筋力増強運動

を中心に、バランス運動など運動器の機能向上を

目的として実施されており、身体機能の改善や転

倒リスクの軽減など、その効果が数多く認められ

ている 。運動介入による改善効果を維持するため

には、介護予防教室を長期にわたって継続するこ

(1)
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ともひとつの選択肢である。

ところが介護予防事業の多くは市町村が実施主

体となる地域支援事業のため、長期にわたって継

続的に運営することは財政上の観点から容易では

ない 。介護予防教室終了後も自ら健康に対する意

識を持ち続け、運動習慣の定着化を図り、継続的

に運動を続けることが求められる。

健康増進分野における運動習慣の形成や継続を

目的とした健康心理学には、 による自己効

力感（Self-Efficacy：SE）向上に向けた つの情報

源の必要性 、Prochaska らによる汎理論モデル（

Transtheoretical Model:TTM） 、 による行

動分析学（ ） などが挙げられ

る。こうした健康心理学は地域在住高齢者の介護

予防分野にも応用されており、 向上を目的とし

た運動介入の報告 や、運動に関する と と

の関連性などが報告されている 。

健康心理学の技法のひとつに行動分析学があり、

行動分析学とは、好ましい行動の生起頻度を増や

す目的に、行動後に周囲からの「励ましや賞賛」、

「粗品進呈」など、行動の出現頻度を増すように

働きかける技法である。行動分析学では行動が継

続できない原因を本人だけに求めるのではなく、

置かれている状況や関わる人の働きかけにも求め

る。岡崎ら は地域在住高齢者を対象に行動分析

学を用い自主的な運動実施頻度に及ぼす影響を報

告している。運動実施頻度を有意に向上させる要

因は、「励ましや賞賛」ではなく、健康感を高める

「粗品進呈」であるとしている。しかし筆者は、

地域在住高齢者を対象に「粗品進呈」よりも「励

ましや賞賛」の働きかけのほうが、運動実施頻度

が増加し運動の習慣化に有用であることを経験し

ている。

今後 年に向け地域包括ケアシステムの構築

が進められており、これまでのトップダウン的な

行政主体の介護予防事業の取組みからボトムアッ

プ的に住民ら主体となる活動を推進・支援するこ

とが奨励されている 。

そこで今回、地域在住高齢者を対象に「励まし

や賞賛」や「粗品進呈」など、どういった介入手

法により運動実施頻度が最も高くなるか、検証し

明らかにすることで住民ら主体の介護予防活動の

一助になると考え以下報告する。

Ⅱ 対象と方法  

対象

大阪府南部に位置するニュータウン内のうち高

齢者数 人、高齢化率 ％（平成 年 月

）の 地区に在住する近隣の高齢者を対象とした。

平野部に比べると、泉北ニュータウンは丘陵地で

覆われ長い坂や階段が多く、加齢に伴い外出や散

歩などの身体活動量が小さくなり、平野部に比べ

運動習慣が乏しいことが予想される。そこで運動

習慣が乏しい高齢者を対象に本介入による運動実

施への影響を検証することにした。ニュータウン

平均の高齢化率 ％と比べると、 地区は最も高

齢化が進んでいる地区となる。一方自治会加入率

は約 ％とニュータウン内で最も高く、自治連合

会、校区福祉委員会、民生委員会等の活動、 法

人を設立してまちづくり活動を精力的に実施して

いる。対象者の選定については、自治会に依頼し

自治会から参加募集を行った結果、男性 名、女

性 名の合計 名（平均年齢 ± 歳）の方

が対象者となった。

対象者には、研究の主旨と内容、得られたデー

タは研究の目的以外には使用しないこと、および

個人情報の漏洩に注意することを説明し、理解を

得たうえで協力を求めた。また、研究への参加は

自由意志であり、被験者にならなくても不利益に

ならないことを口答と書面で説明し、書面にて本

人の同意を得た。大阪市立大学生活科学研究科研

究倫理委員会の承認を得ている。

測定評価項目

介入効果の検証を行うため、質問紙に回答して

もらいその場で回収した。評価項目について質問

や説明を求められた場合、調査者がその対象者に

説明を行った。運動測定では、理学療法士 名が

監視にあたり、安全面には十分に配慮を行った。

測定評価はベースライン期、介入後、フォローア

ップ期の計 回実施した。  
調査項目は以下の通りである（表 参照）。

①外出頻度

評価項目については、新聞や郵便の取り出しな

どは除き外出頻度について「毎日」から「ほとん

ど外出しない」の 件法で回答を求めた。

②運動頻度

日の運動回数について「毎日」から「ほとんど

(2)
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(2)
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しない」までの 件法で回答を求めた。

③運動時間

1 日の運動時間について「60 分以上」から「10

分未満」の 7 件法で回答を求めた。  

④運動に対する Self-Efficacy 

本研究では運動に関する は岡 による運動に対

する Self-Efficacy（以下、運動 SE）を用いた。個

人が定期的に運動を行う場合、様々な状況におか

れても逆戻りすることなく、運動を継続して行う

ことができる見込み感を指す。運動 の尺度は「

肉体疲労がある時」、「精神的ストレスがある時」、

「時間がない時」、「非日常的生活の時」、「悪天候

の時」の 項目から構成されている（「非日常的生

活の場合」を除く 項目を集計する）。「項目に示

すような状況でも、定期的に運動する自信があり

ますか」という問いに対し「全く思わない（ 点）

」から「かなりそう思う（ 点）」の 件法で回答

を求めた。合計得点の範囲は 点から 点になり

得点が高いほど運動継続に対する自信が高い状態

を示す。

⑤運動習慣の変容ステージ

Prochaska ら による TTM に基づき定期的な運動

を つのステージに回答させた。定期的な運動と

は、労働や家事以外の余暇時間で健康や体力向上

を目的に 回 分以上、週に 回以上行うものと

定義した。各項目の内容はこれから先も運動する

つもりはない（無関心期）、近い将来に運動を始め

ようと思っている（関心期）、運動しているが定期

的ではない（準備期）、定期的に運動をしているが

始めてから カ月以内である（実行期）、 カ月以

上継続している（維持期）である。  
⑥主観的健康感  

現在の自分の健康感について「最高に良い」、

「とても良い」、「良い」、「あまり良くない」、「悪

い」の 件法で回答を求めた。

⑦Chair Stand Test(CST)

下肢筋力評価する目的で Chair Stand Test(CST)を

測定した。CST は椅子座位にて両手を胸の前で組

んだ開始姿勢から、5 回出来るだけ速く立ち上がり

立位姿勢となるまでの時間をストップウォッチに

て測定した。測定は 2 回行い最速値を採用した。

高齢者を対象に信頼性、再現性は証明されている

。  

⑧Timed Up and Go test(TUG)  

動的バランス能力を評価する目的で Timed Up 

and Go test(TUG)を測定した。TUG は椅子座位から

起立し 前方のポールまで通常速度で往復歩行し

た後に再び着座するまでの所要時間をストプウッ

チにて計測した。測定は 2 回行い最速値を採用し

た。

介入内容

行動分析学において、望ましい行動を維持・般

化していく後続事象操作の技法のひとつにトーク

ンエコノミー法がある 。トークンエコノミー法

は報酬の効果を持つ正の強化子を用いるものであ

り、正の強化子である代用貨幣のトークン（スタ

ンプ、シールなど）を与えることで、望ましい行

動の強化・増大を図る方法論である。代表的な正

①外出頻度

「毎日」から「ほとんど外出しない」の 件

法で回答

②運動頻度

「毎日」から「ほとんど外出しない」の 件

法で回答

③運動時間

1 日の運動時間について「60 分以上」から「

10 分未満」の 7 件法で回答

④運動に対する Self-Efficacy 

「肉体疲労」、「精神的ストレス」、「時間のな

さ」、「非日常的生活」、「悪天候」の各状況に

おいて運動を実施する自信の程度について

件法で回答  

⑤運動習慣の変容ステージ

回 分以上、週に 回以上の運動習慣に

ついて「無関心期」、「関心期」、「準備期」、「実

行期」、「維持期」の 件法で回答

⑥主観的健康感  
自分の健康感について「最高に良い」から

「悪い」の 件法で回答

⑦Chair Stand Test(CST) 

 5 回出来るだけ速く立ち上がり立位姿勢とな

るまでの時間を計測（秒）  

⑧Timed Up and Go test(TUG)  

椅子座位から起立し 前方のポールまで通

常速度で往復歩行した後に再び着座するまで

の所要時間（秒）  

表 測定評価項目

(3)
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の強化子は賞賛や肯定、商品、トークンなどある。

本研究では正の強化子など異なる介入内容が、自

主運動の実施回数にどのような影響を与えるか、

岡崎らの報告を参照に研究計画を立案した。

本研究の流れは表 に示す。ベースライン期、

介入内容が異なる介入 、介入 、介入 、介入 、

そして介入 から か月後のフォローアップ期と

した。自宅での自主運動期間について、ベースラ

イン期から介入 までを第Ⅰ期、介入 から介入

までを第Ⅱ期、介入 から介入 までを第Ⅲ期、

介入 から介入 までを第Ⅳ期、介入 からフォ

ローアップ期までを第Ⅴ期とした。測定評価はベ

ースライン期、介入後（介入 実施前）、フォロー

アップ期の計 回実施した。

①ベースライン期：介入前の測定評価を行った。

運動カレンダーを配布し 回 分程度の運動を

日 回自宅で運動するよう促した。自主的に実施

した運動回数を運動カレンダーに記録するよう指

示した。  
②介入 ：介護予防を目的に開発された TAKE10
！Ⓡに紹介されている運動を印刷し対象者に配布

した。TAKE10！Ⓡとは運動・栄養プログラムを用

いた介護予防講座であり、自立高齢者の運動習慣

と食品摂取習慣の改善を目的に作成されたもので

ある 。東京都老人総合研究所をはじめ自治体な

ど広く使用されている。さらに配布した TAKE10
！Ⓡの運動メニューであるストレッチ体操や下肢

筋力練習を中心に理学療法士が集団運動を実施し

た。各対象者には疼痛や疲労に応じて無理のない

よう注意を促した。  
③介入 ：集団運動実施と第Ⅱ期の自主運動回数上

位 名程度に対し参加者全員の前で名前を読み上

げ拍手する「注目・賞賛」を実施した。

④介入 集団運動実施と第Ⅲ期の自主運動回数

上位 名程度に対し、参加者全員の前で「注目・

賞賛」と「粗品」を進呈した。「粗品」については

予め対象者と協議し日常よく使用する文具類とし

た。

⑤介入 ：介入 が実施される前に、本研究介入後

の測定評価を行った。第Ⅳ期の自主運動回数上位

名程に対し、「注目・賞賛」と「粗品」を進呈した

が集団運動は実施しなかった。粗品の選定は予め

参加者の要望を聞き、ボールペンとクリアファイ

ルの文具とした。

⑥フォローアップ期：測定評価を実施した。さら

に一人あたり 分～ 分程度個別の聞き取り調査

を行った。

自主運動回数は各介入の受付け時に運動カレン

ダーを回収し回数を確認した。第Ⅰ期から第Ⅳ期

の期間は、使用する教室の空き状況の関係から、

日間から 日間とばらついたため、各期間を

日間に換算し自主運動回数を算出した。 日 回の

自主運動を指示し、 日間で最大 回の自主運

動実施数とした。実施期間は平成 年 月 日～

月 日であった。

分析方法

自主運動回数については反復測定による一元配

置分散分析を行い、第Ⅰ期と各期の比較検討を行

うため、Dunnett 型検定を適用し有意水準は 0.05
とした。効果判定として介入前、介入後、追跡後

における評価項目の結果に対して 検定を

実施した。 検定にて有意差のみられた項

目（有意水準は ）において、Wilcoxon の符号

表 本介入研究の流れ

介入内容 ベー

スラ

イン

期

第

Ⅰ

期

介

入

第

Ⅱ

期

介

入

第

Ⅲ

期

介

入

第

Ⅳ

期

介

入

第

Ⅴ

期

フォ

ロー

アッ

プ期

運動カレンダー ○ ○ ○ ○ ○ ×

× ○ ○ ○ ○ ×

集団運動実施 × ○ ○ ○ × ×

注目・賞賛 × × ○ ○ ○ ×

景品進呈 × × × ○ ○ ×

測定評価はベースライン期、介入後（介入 実施前）、フォローアップ期の 回実施

(4)
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の強化子は賞賛や肯定、商品、トークンなどある。

本研究では正の強化子など異なる介入内容が、自

主運動の実施回数にどのような影響を与えるか、

岡崎らの報告を参照に研究計画を立案した。

本研究の流れは表 に示す。ベースライン期、

介入内容が異なる介入 、介入 、介入 、介入 、

そして介入 から か月後のフォローアップ期と

した。自宅での自主運動期間について、ベースラ

イン期から介入 までを第Ⅰ期、介入 から介入

までを第Ⅱ期、介入 から介入 までを第Ⅲ期、

介入 から介入 までを第Ⅳ期、介入 からフォ

ローアップ期までを第Ⅴ期とした。測定評価はベ

ースライン期、介入後（介入 実施前）、フォロー

アップ期の計 回実施した。

①ベースライン期：介入前の測定評価を行った。

運動カレンダーを配布し 回 分程度の運動を

日 回自宅で運動するよう促した。自主的に実施

した運動回数を運動カレンダーに記録するよう指

示した。  
②介入 ：介護予防を目的に開発された TAKE10
！Ⓡに紹介されている運動を印刷し対象者に配布

した。TAKE10！Ⓡとは運動・栄養プログラムを用

いた介護予防講座であり、自立高齢者の運動習慣

と食品摂取習慣の改善を目的に作成されたもので

ある 。東京都老人総合研究所をはじめ自治体な

ど広く使用されている。さらに配布した TAKE10
！Ⓡの運動メニューであるストレッチ体操や下肢

筋力練習を中心に理学療法士が集団運動を実施し

た。各対象者には疼痛や疲労に応じて無理のない

よう注意を促した。  
③介入 ：集団運動実施と第Ⅱ期の自主運動回数上

位 名程度に対し参加者全員の前で名前を読み上

げ拍手する「注目・賞賛」を実施した。

④介入 集団運動実施と第Ⅲ期の自主運動回数

上位 名程度に対し、参加者全員の前で「注目・

賞賛」と「粗品」を進呈した。「粗品」については

予め対象者と協議し日常よく使用する文具類とし

た。

⑤介入 ：介入 が実施される前に、本研究介入後

の測定評価を行った。第Ⅳ期の自主運動回数上位

名程に対し、「注目・賞賛」と「粗品」を進呈した

が集団運動は実施しなかった。粗品の選定は予め

参加者の要望を聞き、ボールペンとクリアファイ

ルの文具とした。

⑥フォローアップ期：測定評価を実施した。さら

に一人あたり 分～ 分程度個別の聞き取り調査

を行った。

自主運動回数は各介入の受付け時に運動カレン

ダーを回収し回数を確認した。第Ⅰ期から第Ⅳ期

の期間は、使用する教室の空き状況の関係から、

日間から 日間とばらついたため、各期間を

日間に換算し自主運動回数を算出した。 日 回の

自主運動を指示し、 日間で最大 回の自主運

動実施数とした。実施期間は平成 年 月 日～

月 日であった。

分析方法

自主運動回数については反復測定による一元配

置分散分析を行い、第Ⅰ期と各期の比較検討を行

うため、Dunnett 型検定を適用し有意水準は 0.05
とした。効果判定として介入前、介入後、追跡後

における評価項目の結果に対して 検定を

実施した。 検定にて有意差のみられた項

目（有意水準は ）において、Wilcoxon の符号

表 本介入研究の流れ

介入内容 ベー

スラ

イン

期

第

Ⅰ

期

介

入

第

Ⅱ

期

介

入

第

Ⅲ

期

介

入

第

Ⅳ

期

介

入

第

Ⅴ

期

フォ

ロー

アッ

プ期

運動カレンダー ○ ○ ○ ○ ○ ×

× ○ ○ ○ ○ ×

集団運動実施 × ○ ○ ○ × ×

注目・賞賛 × × ○ ○ ○ ×

景品進呈 × × × ○ ○ ×

測定評価はベースライン期、介入後（介入 実施前）、フォローアップ期の 回実施

(4)
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付順位検定を適用し有意水準は Bonferroni 法で補

正し 0.0167（≒0.05/3）とした。統計解析ソフトは

SPSS for windows(version 11.0 J)を用いた。

Ⅲ 結果

介入に起因した事故の発生はなく、各介入の出

席率は ％以上であった。本介入期間中参加を中

断し中途脱落した人は一人もいなかったが、フォ

ローアップ期では辞退者が 名あったため、フォ

ローアップ期の評価は 名で行った。各介入にお

ける自主運動回数の結果について、図 に示す。

第Ⅰ期（132.6±63.6 回）、第Ⅱ期（165.3±65.5
回）、第Ⅲ期（180.3±76.5 回）、第Ⅳ期（198.3±71.6
回）、第Ⅴ期（174.6±66.2 回）の結果となった。介

入の違いによる自主運動回数の変化を一元配置分

散分析により検討したところ、p=0.029（自由度

）と自主運動回数は有意に変化している

ことが認められた。さらに Dunnett 型検定による多

重比較の結果、第Ⅰ期と第Ⅲ期（p=0.05）、第Ⅰ期

と第Ⅳ期（p=0.0047）に有意差がみられ、第Ⅰ期

と第Ⅱ期（p=0.15）、第Ⅰ期と第Ⅴ期（p=0.44）に

は有意差は確認できなかった。  

ベースライン期と介入後およびフォローアップ

期の測定結果を表 に示した。ベースライン期と介

入後の比較した結果、運動頻度（p＝0.002）、運動

時間（p=0.009）については有意差がみられた。一

表 ベースライン期、介入後ならびフォローアップ期の結果

ベースライン期 介入後
値

フォローアップ期

注
値

外出頻度注

運動頻度注 ４

運動時間注 ＊

運動 注

変容ステージ（人）

維持期

実行期

準備期

関心期

無関心期

主観的健康感 人） ＊

最高良い

とても良い

良い

あまり良くない

悪い

（秒）注

（秒）注

＜ ＜

注 ：フォローアップ期に 名欠損

注 ：中央値（最小値 最大値）

注 ：平均（標準偏差）

＊  

＊＊  

＊

図 各期における自主運動回数

＜ ＜

(5)
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方外出頻度（p=0.86）、運動 （p=0.56）、変容ス

テージ（ ）、主観的健康感（ ）、

（ ）、 ）について有意差は認

められなかった。ベースライン期とフォローアッ

プ期を比べると主観的健康感（ ）のみ有意

差が認められた。運動頻度（ ）、変容ステ

ージ（ ）について有意差はみられないが改

善傾向がみられた。外出頻度（ ）、運動時

間 ）、運動 （ ）、 （ ）、

（ ）について有意差は認められなかっ

た。

Ⅳ 考察

本研究では、地域在住高齢者を対象に「注目・

賞賛」といった行動分析学に基づいた介入方法が、

運動継続や主観的健康感に影響を及ぼすか検討し

た。

各介入の効果について

行動分析学では、行動の原因はやる気や意思に

求めるのではなく、先行条件と行動の結果として

の環境と個人との相互作用により形成されると考

えられている 。「 ！Ⓡの運動メニューを

日 回目標に自主運動を行う」という先行条件に

対し、「家での自主運動」という行動を起すこと

で好ましい結果（好子）を出現させたり、好まし

くない結果（嫌子）を消失させることで「家での

自主運動」の回数は向上すると考える。つまり、

結果は行動の直後に生じ行動の生起頻度を決定す

ると考える。「家での自主運動」直後に「運動カ

レンダーにチェックする」という結果（好子）が

出現し、自主運動回数の生起頻度が増加するもの

と当初は期待した。ところが、第Ⅰ期と比べ第Ⅱ

期の結果は、有意差がみられるほど増加はみられ

なかった。その理由として、本対象者 名中

名はすでに運動を実施しており、対象者の運動に

対する意識が高かったため、「運動カレンダーに

チェックする」行為が好子として機能しなかった。

自主運動回数の上位者に対する「注目・賞賛」す

る介入 をはじめ、「注目・賞賛」と「粗品」を

進呈する介入 の結果、第Ⅲ期・第Ⅳ期とも有意

に自主運動回数の増加が確認できた。また、ベー

スライン期と介入後の比較においても、運動頻度

や運動時間が有意に向上する結果となっている。

岡崎ら の報告では、自主運動数が多かった対象

者に対し成績優秀者として参加者全員の前で「注

目・賞賛」をすると、ベースライン期と比べ顕著

な向上が示されなかったとしている。その理由と

して、他者から注目されることで羞恥心を抱き、

強い緊張感となり、「注目・賞賛」が好子ではな

く嫌子として働き、行動が弱化されたと考察して

いる。岡崎らと同様の介入内容にもかかわらず、

本研究では自主運動回数が有意に増えた。その理

由として、対象者の選定の違いが考えられる。本

研究では 地区自治会に働きかけ参加者を募った

ため、参加者同士が普段から近所付き合いがあり、

ある程度顔見知りであったことが推測される。そ

のため、参加者全員の前で「注目・賞賛」を受け

ても、それほど大きな緊張感を抱くことがなく、

むしろ好子として働き行動の生起頻度を上げたも

のと考える。

また、他の対象者が「注目・賞賛」される様子

を見て「○△さんが、がんばっているから自分も

がんばらないといけない」という が提唱

する観察学習の効果があったものと考える。観察

学習とは、自分と近い境遇にある人が自分の目標

としている行動を成功させた姿を目撃し、自分で

も成功させることができると自信をもつことであ

る。「注目・賞賛」が観察学習効果により自己強

化の過程が強く働き、自主運動回数の増加につな

がったものと考える。さらに「粗品」を進呈する

介入により観察学習が強化され、自主運動回数の

さらなる増加をもたらしたものと考える。「粗品」

について岡崎らは見た目の綺麗さや面白さだけで

なく、その「もの」を利用して得られる充実感や

達成感といった好子の検討を提唱している。今回

「粗品」については予め対象者の意向を聞き希望

が多かったボールペン、クリアファイルなど文具

を用意した。文具を使用し充実感や達成感はさほ

ど期待できないが、文具は日常生活上不可欠なも

のであり、そうした実用性の高さから好子として

働いたものと推測する。

自主運動回数の要因

介入 、介入 では、「注目・賞賛」や「粗品」

が好子として作用し、また観察学習効果も得られ

た結果、第Ⅲ期・第Ⅳ期とも自主運動回数の増加

が確認できた。しかし同じトークンエコノミー法

を用いた介入 では、第Ⅴ期の自主運動回数は第

(6)
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方外出頻度（p=0.86）、運動 （p=0.56）、変容ス

テージ（ ）、主観的健康感（ ）、

（ ）、 ）について有意差は認

められなかった。ベースライン期とフォローアッ

プ期を比べると主観的健康感（ ）のみ有意

差が認められた。運動頻度（ ）、変容ステ

ージ（ ）について有意差はみられないが改

善傾向がみられた。外出頻度（ ）、運動時

間 ）、運動 （ ）、 （ ）、

（ ）について有意差は認められなかっ

た。

Ⅳ 考察

本研究では、地域在住高齢者を対象に「注目・

賞賛」といった行動分析学に基づいた介入方法が、

運動継続や主観的健康感に影響を及ぼすか検討し

た。

各介入の効果について

行動分析学では、行動の原因はやる気や意思に

求めるのではなく、先行条件と行動の結果として

の環境と個人との相互作用により形成されると考

えられている 。「 ！Ⓡの運動メニューを

日 回目標に自主運動を行う」という先行条件に

対し、「家での自主運動」という行動を起すこと

で好ましい結果（好子）を出現させたり、好まし

くない結果（嫌子）を消失させることで「家での

自主運動」の回数は向上すると考える。つまり、

結果は行動の直後に生じ行動の生起頻度を決定す

ると考える。「家での自主運動」直後に「運動カ

レンダーにチェックする」という結果（好子）が

出現し、自主運動回数の生起頻度が増加するもの

と当初は期待した。ところが、第Ⅰ期と比べ第Ⅱ

期の結果は、有意差がみられるほど増加はみられ

なかった。その理由として、本対象者 名中

名はすでに運動を実施しており、対象者の運動に

対する意識が高かったため、「運動カレンダーに

チェックする」行為が好子として機能しなかった。

自主運動回数の上位者に対する「注目・賞賛」す

る介入 をはじめ、「注目・賞賛」と「粗品」を

進呈する介入 の結果、第Ⅲ期・第Ⅳ期とも有意

に自主運動回数の増加が確認できた。また、ベー

スライン期と介入後の比較においても、運動頻度

や運動時間が有意に向上する結果となっている。

岡崎ら の報告では、自主運動数が多かった対象

者に対し成績優秀者として参加者全員の前で「注

目・賞賛」をすると、ベースライン期と比べ顕著

な向上が示されなかったとしている。その理由と

して、他者から注目されることで羞恥心を抱き、

強い緊張感となり、「注目・賞賛」が好子ではな

く嫌子として働き、行動が弱化されたと考察して

いる。岡崎らと同様の介入内容にもかかわらず、

本研究では自主運動回数が有意に増えた。その理

由として、対象者の選定の違いが考えられる。本

研究では 地区自治会に働きかけ参加者を募った

ため、参加者同士が普段から近所付き合いがあり、

ある程度顔見知りであったことが推測される。そ

のため、参加者全員の前で「注目・賞賛」を受け

ても、それほど大きな緊張感を抱くことがなく、

むしろ好子として働き行動の生起頻度を上げたも

のと考える。

また、他の対象者が「注目・賞賛」される様子

を見て「○△さんが、がんばっているから自分も

がんばらないといけない」という が提唱

する観察学習の効果があったものと考える。観察

学習とは、自分と近い境遇にある人が自分の目標

としている行動を成功させた姿を目撃し、自分で

も成功させることができると自信をもつことであ

る。「注目・賞賛」が観察学習効果により自己強

化の過程が強く働き、自主運動回数の増加につな

がったものと考える。さらに「粗品」を進呈する

介入により観察学習が強化され、自主運動回数の

さらなる増加をもたらしたものと考える。「粗品」

について岡崎らは見た目の綺麗さや面白さだけで

なく、その「もの」を利用して得られる充実感や

達成感といった好子の検討を提唱している。今回

「粗品」については予め対象者の意向を聞き希望

が多かったボールペン、クリアファイルなど文具

を用意した。文具を使用し充実感や達成感はさほ

ど期待できないが、文具は日常生活上不可欠なも

のであり、そうした実用性の高さから好子として

働いたものと推測する。

自主運動回数の要因

介入 、介入 では、「注目・賞賛」や「粗品」

が好子として作用し、また観察学習効果も得られ

た結果、第Ⅲ期・第Ⅳ期とも自主運動回数の増加

が確認できた。しかし同じトークンエコノミー法

を用いた介入 では、第Ⅴ期の自主運動回数は第

(6)
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Ⅲ期より減少し大きな増加を示さなかった。その

理由として、第Ⅴ期は か月と他の期間より長く、

しかも 月という暑い時期と重なったこと、二つ

目は介入 ・ と異なり介入 は、集団運動を実施

しなかったことが挙げられる。つまり本研究の結

果から、自主運動回数に影響を及ぼす要因は、行

動分析学に基づいた手法も重要な要因のひとつで

はあるが、実施する季節や集団運動の有無によっ

ても自主運動回数に影響を及ぼす可能性が示唆さ

れる。

これまでにも集団運動による効果が報告されて

おり、横山ら は の活気の項目で向上が認
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や運動習慣の形成に影響を与えていると考察して

いる。さらに橋立ら によれば、集団運動で行う

ことにより、運動に対する意欲や健康に対する態

度や認識が向上したことで、主観的健康感が改善

されたと考察している。

本研究においても、介入後では有意差はみられ

なかったが、フォローアップ期では主観的健康感

の有意差がみられ、橋立らと同様の結果が得られ

た。聞き取りの調査においても「体が軽くなった」、

「足のだるさが減った」、「朝の目覚めが良い」

など、運動継続により身体の変化を自覚する対象

者もいた。運動開始時期では疲労や倦怠感、疼痛

といった嫌子が出現し、行動の弱化がおこりやす

く、さらに運動直後の楽しさやうれしさといった

心理的好子も存在しないと岡崎ら は言及してい

る。運動の継続的な積み重ねにより運動の効果、

つまり自主運動を実施することで「体調が良い」

や「気分が良い」など、行動自体に内在する新た

な好子が出現し自主運動の継続につながったと考

える。

変容ステージにおいては、ベースライン期に運

動を実施していなかった関心期が 名いたが介入

後では 名、さらにフォローアップ期には全員が

運動を開始または継続しており、有意差はみられ

なかったものの、運動習慣の継続性が示唆される。

運動に対する 自己効力感

介入後運動頻度や運動時間については、一定の

効果が確認できたため、個人の運動に対する確信

程度をみる運動に対する （運動 ）

の向上が期待されたが、運動 の改善には至らな

かった。運動 と変容ステージとの関連性につい

ては、維持期の段階、つまり運動習慣が定着する

段階になってはじめて無関心期と比べ運動 に有

意差があることが報告されている 。介入群の変

容ステージをみると、維持期が 名と対象者の約

％が維持期であり、日頃から運動に対する関心

が高く運動習慣が定着している対象者の占める割

合が高かったため、運動 への効果が反映されな

かったものと考える。

身体機能面について

本介入の結果、大腿四頭筋筋力の指標である

および動的バランス能力を意味する について

は有意な改善効果は得られなかった。 ！Ⓡの

運動メニューは体幹と下肢のストレッチを中心に

腹筋群や大腿四頭筋、下腿三頭筋などの筋力トレ

ーニングである。いずれも自宅での自主訓練実施

を目的としたものであり、負荷は小さく筋力が向

上するほどの高負荷に設定されたものではない。

低負荷であってもゆっくり運動を反復して筋活動

時間を長く保つことによって、高強度と同程度の

筋力・筋持久力向上効果が得られるとしている 。

今後こうしたスロートレーニングを自主訓練の運

動メニューに採用し検証する必要がある。

地域での運動講座のあり方

本対象者は介護予防事業における一般高齢者を

対象とした一次予防施策に分類される。鈴木 は

介護予防の動向として、ハイリスク高齢者のみを

抽出するハイリスク・アプローチだけでなく、よ

り高齢者全体で広く介護予防に取り組むポピュレ

ーションアプローチが普及することが二次予防施

策につなげられるとして、一次予防施策の普及の

重要性を指摘している。ところが市町村単位の実

情に応じて展開されている一次予防施策の多くは、

運動器の機能向上を目的としており、「地域での

トレーニング事業」とも呼ばれている 。運動器

の機能向上が目的ではなく、地域でのトレーニン

グ事業を通じ新たな人間関係の構築や社会での役

割づくりに寄与すると言及している。しかしなが

ら、運動に関心のない高齢者が地域のトレーニン

グ事業に参加するとは考えにくく、地域包括ケア

システムの理念に基づく限り、一次予防施策は近

隣同士や自治会とのつながりを通じた身近な存在

(7)
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であることが不可欠であると考える。

本研究の結果から参加募集型方式により運動に関

心が高い対象者であっても、介入後では運動頻度

や運動時間の改善効果がみられたが、フォローア

ップ期では、有意差は認められなかった。運動継

続や主観的健康感を維持するためには、地域で開

催される介護予防教室などの一次予防施策が、継

続的に提供されることが重要と考える。そのため

には、行政等から提供される期間が限定された教

室ではなく、地域の高齢者が自主的に運営するよ

うなグループの形成が必要であると考える 。近隣

住民から構成される高齢者ボランティアのリーダ

ーが中心となり、定期的に参加者が集いやすい講

座やイベントづくりを行うなど、近隣住民らの自

助・互助による運営の仕組みを構築することが望

まれる 。

本研究の限界は、運動や健康に関心のある高齢

者を対象とした取り組みであり、運動に関心のな

い人は、対象外となっている。また、対象者が

数名と少なく、本研究の結果は一般化して論ずる

ことは適切でないと考える。今後も引き続き、地

域コミュニティのつながりを通じた健康支援のイ

ベントや講座を開催し、運動に関心が低い高齢者

や閉じこもり傾向の高齢者が、気軽に立ち寄れる

よう自治会や民生委員とも連携を密に図っていき

たい。

本研究は，大阪市立大学大学院生活科学研究科

食・健康科学講座栄養教育学研究室員による講座

（食と運動支援）において実施した。

謝辞

地区自治連合会会長の西野建造様、自治会役員

の方々には対象者の調整などご協力を頂きました。

この場を借りて深謝申し上げます。
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要旨：地域在住高齢者を対象に注目・賞賛や粗品進呈といった行動分析学に基づいた介入方法が

運動継続や主観的健康感に影響を及ぼすか検討した。被験者は対象校区の自治会に依頼し、地域

在住高齢者 名（男 名、女 名、平均 歳± 歳）が対象となった。注目・賞賛、粗

品進呈など、異なる介入内容を計画し、介入による自主運動の回数を計測した。ベースライン期

、介入後、フォローアップ期の計 回、評価項目は外出頻度、運動頻度、運動時間、運動に対す

る Self-Efficacy、運動習慣の変容ステージ、主観的健康感、Chair Stand Test、Timed Up and Go test
の 項目とした。注目・賞賛や粗品進呈により自主運動の回数が有意に増加し（p=0.029）、介

入後の運動頻度（p＝0.002）や運動時間（p=0.009）も有意に増加した。フォローアップ期では主

観的健康感の有意な向上がみられた（p=0.014）。自主運動の回数に影響を及ぼす要因は行動分析

学に基づいた介入手法のほか、介入実施の季節や集団運動実施の有無が示唆された。近隣住民の

自助・互助による継続的な介護予防教室の運営の仕組みが求められる。
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